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すでに筆者は「マーケティング・セオリー形成への経済学的アプローチー E.T.グVザー の
理論を中心として一」なる一稿においてE.T.グレザー (Ewald.T. Grether)が経済学的
なアプローチに基づき展開している「地城間マーケティング理論と地域内マーケティング
理論」に関説した1)。そしてマーケティング・サイエンス展開における経済学的アプロー
チの有意味性およびその限界を指摘しておいた。ところでマーケティング現象におけるダ
イナミックにして複合的な性質を認識する以上，経済学的な純粋理論の限界性はだれしも
認めうるところではあるが，マーケティング現象は経済的な要素のみによるものではなく
非経済的な要素との関連性において生起している，ということはみのがすべきことではな
ぃ2)。
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グレザー自身も，かかる点を認識し，すでに「地域間マーケティング理論」の展開にお
いて，地域間マーケティングの合理性は，公的・私的障害および制度上の慣行によって否
定的な方向に走るばあいがあり，それゆえ地域間マーケティングはそれを生ぜしめる種々
な要素の変化と全く一致して変化するものではなく時間的なズレがあることを指摘してい
る8)。マーケティング現象に対するこのようなグレザーの認識の仕方は，最近のかれの論
文および著書において明確な形をとってあらわれてきている4)。グレザーが特に最近のア
メリカにおけるマーケティングの研究のあり方に対して指摘しているように最近のマーケ
ティング論はアート (Art)としての色彩が濃く，経営者主義弁護論と化しているといっ
た批判的な見解は， マーケティングをサイエンス (Science)として展開しようと努力し
つつある研究者達にとっては傾聴に値しよう5)。一方，わが国においても，荒川祐吉教授
は， 「マーケティングは生産とともに，真に豊かな人間生活をささえる物質的基礎を整備
提供する活動である。それは企業の単なる利己主義の用具に堕してはならない。正しい哲
理のない技法は悪魔の杖である。それゆえ，その理論と技法体系の正しい展開は，直接わ
れわれ人間の福祉に連なる要請となる。われわれが，ここで現段階における，わが国のマ
ーケティングを根本的に考え直し，その将来への正しい展望を求めようとするのも，実は
このような重大意義を痛感するからにほかならない」 6)といわれている。
これを要するに，現代におけるマーケティング研究はあまりにも企業経営者的観点に立
つ技法ないしは実践的な要素をくわえてあり，その結果，経営者主義弁護論と化しつつあ
る。さらに記述理論と規範理論の混合がはげしく，そこにこれら両者の総合ないしは統合
こそは確かにマーケティンク ・サイエンスの1つの研究課題なのである7)。したがって，
かかる課題を解決してはじめて真の意味でのマーケティング・サイエンス構築の可能性が
みいだせうるという分析視角から，,]ヽ論においては，グレザーの最近の業績に焦点をあわ
せながらも，マーケティング・サイエンス展開への若干の考察を試みようとするものであ
る8)。
(1)拙稿「マーケテインゲ・セオリー形成への経済学的アプローチー E.T.グVザー の理論を
中心として一」 （関西大学『経済論集」第17巻第6号所収，昭和43年。）
(2)前掲拙稿 98-100ページ参照。
(3) Cf. E. T. Grether and others, Marketing in the American Economy 1952, 
pp. 498-499. 
(4) E, T. グレザーの注目されるべき最近の諸論稿としてつぎのものがあげられよう。
E. T. Grether, "An Emerging Apologetic of Managerialism•, Journal of 
Marketing Research, Vol. 2, No. 2, 1965. 
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E. T. Grether, Marketing and Public Policy, 1966. 
E. T. Grether, "Chamberlin's Theory of monopolistic Competition and the 
Literature of Marketing" in R. E. Kuenne. (ed.) Monopolistic Competition 
Theory; Studies in Impact, 1967. 
E.T. Grether and R. J. Holloway "Impact of Government upon the Market 
System," Journal of Marketing, Vol. 31, No. 2, 1967. 
E. T. Grether, "Galbraith Versus the Market; A Review Article," Journal 
of Marketing, Vol. 32, No. 1, 1968. 
(5) Cf. E. T. Grether, • An Emerging Apologetic of managerialism, • Journal of 
Marketing Research, Vol. 2, No. 2, 1965. p. 194. 
(6)現代マーケティング研究会編「さよなら直訳マーケティング」誠文堂新光社，昭和
43年， 26ペー ジ。
(7)菅原正博「マーケティング・サイエンスに関するコメント」（『ビジネス・レビュー』
Vol. 16 No. 1所収，ダイヤモンド社，昭和43年） 56ページ参照。
(8)わが国において特にマーケティング・サイエンス構築のために努力されている研究
者の 1人として荒川祐吉教授がおられる。同教授の次掲の諸論稿はいうまでもなく，
あるいは直接のアドバイスを通してマーケティング・サイエンス構築にかんして実に
次元の高い示唆を数多く受ける機会に恵まれた。
荒川祐吉「マーケティング理論の展開」 （『国民経済雑誌』第115巻第 1号所収，昭
和42年。）
荒川祐吉「マーケティング・サイエンスの体系と方法」 （『ビジネス・レビュー」
Vol. 16 No. 1所収，ダイヤモンド社，昭和43年。）
2 2つのマーケティング論
ーマーケティング・サイエンス展開における研究方法ー一
わが国において伝統的に流通経済問題を対象とする学問は「商学」 「配給論」 「商業経
済学」等の名称のもとに存在してきたが1)' 経済構造の高度な変化および学問的な知識水
準の高まりと相まって「マーケティング論」なる名称のもとに主としてアメリカにおける
研究業績を摂取することによって，流通問題にかんする研究として盛んになってきてい
る。われわれが伝統的に用いてきた「商業」 「配給」 「商業経済」等の用語と「マーケテ
ィング」とは必ずしも同じ概念のものとみなすべきではない2)。かかる問題にかんしては
すでに多くの学者が指摘しているが，われわれは概念上の相違点を認めながらも，わが国
において伝統的に展開されてきたこれらの学問的知識から多くのことを学ぶことができよ
う。
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さてアメリカ・マーゲティング協会の定義によれば， マーケティングとは「生産者か
ら，消費者ないし使用者に商品や用役の流れを導くところの，もろもろの業務活動の遂行
(The performance of business-activities that direct the flow of goods and ser-
vices from producer to consumer or user)」3)とされている。いずれにせよ，マーケ
ティングは企業経営者的な観点からの行為であって，国民経済的な観点からの行為および
現象を意味するものであることはあまり強調されていない。しかし，ここでは，マーケテ
ィング・サイエンス論の展開をおこなうにさいして予備的な知識を理解するうえで便宜
上，前者をミクロ的マーケティング，後者をマクロ的マーケティングといった名のもとに
それぞれの行為および現象をとらえておかねばならない4)。
そしてかかる 2つの側面を研究するさいに，わが国における伝統的な研究方法が非常に
有益な示唆を与えてくれるようである。
故谷口吉彦教授はつぎのごとくいっておられる。 「配給に限らず，一般に広義の経済学
の研究対象とする経済事象には，個々の経済行為またはそれの統一としての経済活動と，
社会的な経済現象との2つを区別することができる。経済活動とは，個々の個人または企
業の個別経済主体が，その意識的計画のもとに，一定の経済行為を意識的に統一する活動
すなわち企業を計画し実施し継続する活動，物財を生産し売買し消費する活動などこれで
ある。しかるにかくのごとき個別経済の意識的活動が，多数に社会的に総合せられるばあ
いには，そこに各自の意識から独立した無意識的な，したがって無意思的な1つの社会現
象としての経済事象が成立する。これすなわち経済現象であって，物価現象，金融現象，
景気現象のごときはこれに属する。」5)このような認識のもとに配給活動と配給現象を区分
されている。すなわち「配給活動は経済活動の1つとして，個別経済の意識的・計画的な
活動であり……配給現象は••…•社会経済的な現象である。……配給活動と配給現象との区
別に照応して，学問研究上の区別すなわち経営経済学としての配給論と，社会経済学とし
ての配給論との区別が成立する。」6) あるいは，マーケティングを流通に先立つ生産ない
しは生産以前からはじまるものとしてとらえられている最近のマーケティング論に相応す
べきものとして，マーケティング・サイエンスの展開を試みようとするならば，生産活動
および現象を取扱う学問としての「工業経済学」および「農業経済学」における領域ない
しは研究方法からも，さらに学ぶ必要があろう。ただし，ここではこの点にかんしては触
れないこととする。
ところで，かかるわが国における学問的遺産である研究方法から学びつつアメリカにお
いて流行しつつあるミクロ的マーケティングとマクロ的マーケティングの統合をはかって
70 
マーケティング・サイエンス展開への一試論（市川） 769 
こそ，マーケティング・サイエンス展開への1つの足がかりをみいだすことができるもの
と考えられる。
さてアメリカ・マーケティング協会におけるマーケティング概念の解釈に忠実に即応し
て考えてゆくならば，生産者を，第1次，第2次，第3次，等のすべての産業にかかわる
生産者として理解するのが当然のことであろう。しかしながら多くの学者によって展開さ
れているミクロ的マーケティング論は，第2次産業の生産および，それに関与するマーケ
ティング業者の諸々の諸業務をその研究の対象としているようである。その意味では1国
経済全体の流通の実態をとらえていないといった懸念が生じてくるわけだが，因果関係の
明確さを追及するという目的のためには，そうせざるをえない根拠も存在しているのであ
る。しかしながら，われわれは真の意味でのマーケティング・サイエンスを展開しようと
するならば，すべての産業流通を網羅しうるものでなければならないわけである。それゆ
え，注(7)において，すでにみてきた伝統的なわが国の学問的遺産を参考に 1つのあるべき
マーケテイング理論の研究対象を図式化しておこう7)。
つぎに，マーケティング・サイエンス展開にさいしては現実に存在する活動ないしは現
象の客観的な規則性，あるいは因果性を明確にし，そこにみられる理論を展開する努力が
まず必要である。それと共に現実におけるひずみを認識したうえで国民経済的な視野のも
とに大衆消費者の経済的厚生増大のための理想的なマーケティングの目的を考えねばなら
ない。生産にかかわる人々は反面，消費者でもあるという 2重の役割を果しているからで. . . . 
ある。いうまでもなくマーケティングはより効率的な生産および経営活動と共により高い
経済的厚生をもたらすべき途をみいだすものでなければならない。ここに企業営利的活動
と経済的厚生，両者間におけるひずみを認識したうえで，ある種の政策的介入の必要が生
起してくると共にミクロ的・マクロ的双方のマーケティングにおける目的の明示ないしは
決定の必要が余儀なくされてくるのである。
これまでの論述において「マーケティング・サイエンスはミクロ的・マクロ的双方のマ
ーケティングの統合ないしは斎一体系でなければならない」と理解してきたが，したがっ
て，そこには現実に存在する実態の論理的な規則性あるいは因果性の追及という仕事とし
ての「マーケティング理論」と，現実における実態のゆがみを除去すべき「マーケティン
グ政策」そして過去のマ-ケティング活動ないしは現象にかんする史料の分析を通しての
歴史的な展開，いわゆる「マーケティング史」の3つの分野が相互に必要不可欠となって
くる。これら 3つの分野での研究過程を経てはじめて真のマーケティング・サイエンス展
開への1つの足がかりがみいだされてくるものと考えられる。かかる展開を如何にアプロ
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ーチするかが重要な課題となってくるであろう8)。
以上，論述してきた諸点を簡略に図式化したものが注(9)である9)。われわれはかかる研
究方法となんらかのアプローチに基づき自己の研究に励まねばならぬわけである。かかる
諸点を念頭におきつつグレザーの所説を中心にマーケティング・サイエンスの展開を試み
るわけである。もとよりグレザー自身あるいは他の多くの学者がマーケティング・サイエ
ンス展開のさいに注意を注いでいる分野は「マーケティング理論」なのである。末だ形成
途上にあるマーケティング・サイエンスにあっては，まず最初に「マーケティング理論」
における体系化こそが真のサイエンスヘの途であると無意識のうちに考えられているので
あろう10)。しかしながら，われわれは他の社会科学におけると同じく， 「理論」「歴史」
「政策」の3つの分野での確固たる体系化がなされてはじめて真のマーケティング・サイ
エンスの構築が可能であると考えざるをえない。
(1)荒川祐吉「福田先生の学問」（『国民経済雑誌』第102巻第3号所収，昭和35年）参
照。北島忠男「わが国における配給論の形成」 （清水晶他編『現代の流通論ー2
つのマーケティング』所収 同文館，昭和43年）参照。
(2)荒川祐吉「現代配給理論」千倉書房，昭和35年， 174-175ページ参照。
(3) A. M. A., Marketing Definitions, 1960, p. 15. 
(4) Cf. E. T. Grether, Marketing and Public Policy, 1966, pp. 80-111. 
(5)谷口吉彦「配給通論（再増補版）」千倉書房，昭和41年， 5ペー ジ。
(6)谷口吉彦，前掲書， 6ペー ジ。
(7)マーケティング理論の研究対象
旦／／ミクロ的マーケティング理論(!jl巴9は盆かわる業者のマーケティ
;~、 （相互予定的・同時存在的な関係）↓ ． 第1次 産業にかかわる業者のすべてのマ
マクロ的マーケティング理論｛第2次｝ーケティング活動の結果としての
第3次 マーケティング現象
(8)前掲拙稿 86-87ページ参照。
(9)マーケティング・サイエンスの体系
マ・ ／マーケティ ✓ ク理論. /ミクロ的昇／ ‘ ＼マクロ的
テエて—マーケティング政策 ‘ ミクロ的イン 〈マクロ的
ンス ＼ ミクロ的
グ ＼マーケティング史くマクロ的
(10)菅原正博「マーケティング・サイエンスに関するコメント」 （『ビジネス・レビュ
』ー Vol.16 No. 1所収，ダイヤモンド社，昭和43年） 56-57ページ参照。
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3 E.T. グレザーの所説の主たる概要
ーマーケット・システムを中心に―
マーケティング・サイエンスの展開を試みるにさいし，グレザーの所説から多くのこと．
を学びとることができよう。これまでの論述において，マーケティング・サイエンスを展
開するさいの研究対象および1つの体系を整理し「マーケティング理論」 「マー ケティン
グ政策」 「マーケティング史」の3つの分野における展開の必要を説き，基本的には「マ
ーケティング理論」の展開が他の2つの分野よりも優先することを指摘しておいた。マー
ケティングをサイエンスヘ高めるための大きなステップとしての「マーケティング理論」
の展開においては，まず何よりもマーケティング活動および現象を把握するための基礎概
念の規定が必要となってくる。それと共にそれとの関連において如何なるアプローチでも
って接近するかということが大きな課題である。ただし本小論では，かかる課題解決への
1つの足がかりとして，グレザーの所説を批判・摂取し，かつその展開過程において，ぁ
るべきマーケティング・サイエンス展開への端緒をみいだそうと意図するものである。
まずグレザーが最近の業績の中において，特に強調していると思われる諸点を4つに区
分し，かれの所説を，とりわけマーケティ・ング・システムとの関連において忠実に整理し
つつ筆者なりの検討をくわえてゆくこととする。
(1)競争と規制
A. スミス (AdamSmith)の想定したような「みえざる手によって，自然に調和がと
れた経済社会」を今日の現実に存在する高度化した経済社会にみいだすことは不可能なこ
とである。完全競争ないしは純粋競争こそ効率的な生産と分配を保証するものであるとい
う考え方は現実の分析において妥当しなくなってきている。すなわち少数の独占的企業に
よって1国の主たる経済活動がなされているのが今日における現実の経済社会の姿だから
である。しかしながら，かかる今日みられる経済活動，経済現象，および経済構造におい
て生じつつあるひずみを看過することはできない。ここに国家あるいは政府による経済活
動ないしは経済構造に対する規制および介入が必要となってきたわけである。アメリカに
おいては特に1930年代の大恐慌を契機として，そのような傾向が著しくみられる1)。すな
わち今日における資本主義体制下においては，経済活動における「競争の原理」を基本的
理念としながらも，より有効なる競争のための経済的詣環境創出のための国家ないしは政
府の役割というものが大きな比重を占めてきている。たとえば1963年のフィラデルフィア
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銀行事件にかんして，合衆国の最高裁判所はつぎのようにいっている。 「問題を基本的な
ものに限定するならば，競争はわが国における基本的な国民経済政策であり，かつ競争が
経済の大部分にわたるカルテル化ないしは政府による再編成に対して唯一の代替として作
用することを提起しうるものであるということは確かである。」2)かかる言葉をまつまで
もなく「競争の原理」と「国家ないしは政府による規制および介入」という 2つの要素が. .  . . . .. . . . . . . 
円滑なる生産活動と一般大衆の生活水準向上をはかるうえにおいては必要不可欠な要素と
なってきているといっても過言ではない。
グレザーはかかる事実を認識してつぎのごとくいっている。 「アメリカ合衆国におい
て，われわれは分散化された私的・意志決定およびマーケティングと中央集権化された・
計画および行為を相互におきかえ，あるいは実行している。一方，ソビエト連邦において
は， (1) 生産と効率を増加せしめ， (2) 消費者の必要と欲求に相応する，ために私的・
意志決定および企業の領域を拡大することを余儀なくされている。」8)社会主義体制下にお
ける国家統制管理経済のもとにおいても，人々の必要と欲求に応じ，生産の効率化を増進
せしめるためのバロメーターとしては価格メカニズムないしは競争の原理より，ベターな
代替物は存在しないということは，経験的に妥当する事実であろう。
D.H. ロバートソン (DennisH. Robertson)は価格メカニズムの経済活動に占める重
要性を強調していう。 「財と用役は，少なくとも比喩的にはその価値を書いたレッテルー
それは生産者と消費者の双方に対して信号のような働きをする一をつけて巷を歩きまわ
る。もし 1財の価格が騰貴すれば，それは消費者には消費を制限せよという警告であり，同
時に生産者には生産を拡張せよという督励である。また，もし価格が下落すれば，それは
消費者には奨励であり，生産者には制止の信号である。したがって，価値は消費を制限す. . . . . . .
る障壁であるとともに，生産を誘導する道しるべなのである。それは経済生活の上に，古. .. . .. . . . . . . . . . . . 
代の帝王，近代の人民委員のそれにも比すべき力をもっているから，その研究が重要であ
ることは，あえて驚くには当らない」4)(傍点は筆者による）。かかるロバートソンの思考を
より発展的に高めるならば，つぎのようにいいうる。すなわち，ここでロバートソンは価
値（ないしは価格）を生産者および消費者にとってのそれぞれの行動のさいの唯一のバロ
メーターであることを認めているわけだが，かれの思考の背景には，価値たるバロメータ
ーは生産者，消費者双方にとっての行動の指針であるとともに，反面，消費者の必要ない
しは欲求の程度，あるいは生産者の活動における効率の良し悪し，および生産量の増減を
示すものとしてのバロメーターたることに，その存在的意義をみいだすことができよう。
いずれにせよロバートソンは，効率的な生産活動および消費者の必要ないしは欲求を充足
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せしめる手段としての価格メカニズムの存在を認めているのである。
さて．上述のアメリカ合衆国の最高裁判所．グレザー，ロバートソン，等の見解を通し
， て．経済活動においては「競争の原理あるいは価格メカニズム」が基本的かつ重要な要素
の1・つであるという論証は得られたわけであるが，同時に国家ないしは政府による規制お
よび介入という要素の必要も認めざるをえない。かかる事情（ないしは根拠）にかんする
グレザーのつぎの章句は傾聴に値しよう。 「すべての社会は混合体制下にあり，如何なる
社会も純粋なものではない。それにもかかわらず，消費者および私的企業側の自由なる選
択がある意味で促進され，奨励されるか否かに基づいて基本的な区分が両者間（資本主義
＇・社会主義両体制間……筆者注）でなされている。」 5) グレザーは比較経済体制論的な観
点よりこのような認識をしているのではなく．円滑なる経済活動（生産者および消費者双
方にとっての）’のためには「競争と規制」の2つの要素が必要不可欠であり，かつ現実の
如何なる経済体制もかかる方向に向いつつあるという事実判断をくだしているわけであ
る。このような思考態度は．かれ自身のマーケティング研究のあり方に大きな影響を与
えているものと考えられる。それゆえに．かれはかかる前提のもとに，マーケティング研
究にさいしては，有効なる競争の原理が作用しているか否か，そしてまた国家ないしは
政府による規制（主として公共政策）が，マーケット・システムおよびマーケティング活
動に如何なる影響を与えているかを検討したうえで，マーケティング論を展開する必要が
あることを説いているのである6)。ところで，グレザーはマーケティング研究において，
経済学的アプローチ7)を基本的には用いてはいるが，複雑な要素の相互作用の結果として
のマーケティング現象の分析において．ミクロ的マーケティング活動において，主たる
環境として考えられる政府の規制およびその役割にかんする研究の必要を特に強調してい
る8)9)。，
(2)マーケット・システムとマーケティング・システム
グレザーのマーケティング論を理解し，かつ発展せしめるためには，マーケット・シス
テム，マーケティング・システム双方の概念規定および相違点を明確にせねばならない。
かれ自身これら両者の概念規定を体系づけて明確にしているわけではないが，ここで一応
整理してみる必要がある。・なぜならばミクロ的マーケティング論の展開においては，マー
ケティング・‘システムなる用語をシステム分析手法の1つの用具として最近用いられてき
ており，その用語のもつ内容は，わが国においても一応通念化しつつあるが1D),グレザー自
身が特に強調して用いている内容のマーケット・システムなる用語は筆者の知る限りにお
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いてはマーケティング論展開のうえではあまりみいだせないからである11)。それゆえに，
まず最初にかれのいわんとするマーケット・システムの内容を明らかにせねばならない。
グレザーによれば「アメリカ合衆国におけるような1国の競争的なマーケット・システ．
ムは完全競争の経済学でもって概念規定されるべきものではない。それゆぇに，マーケッ
ト・システムは経済の作動とは同義ではない。同様に，マーケット・システムあるいは市
場経済さえも資本主義と同義のものとして概念規定することは誤りである。それゆえマー
ケット・システムという内容は， 1社会の歴史的背最，慣習，法律制度，社会的・政治的
目標および諸価値等と関連したものでなければならない」 12) としている。すでに指摘し
ておいたように，かれは現実に存在している資本主義・社会主義両体制の実態の考察を通
して，資本主義・社会主義如何を問わず，そこにおいては「完全なる統制機構 (follcom-
mand organization)あるいは完全なる市場機構 (fullmarket organization)のいず
れも存在していない」 18)とみなしている。それゆえに，今までの経済学でもっては現存
する資本主義経済も社会主義経済をも分析することの不可能なる点を認識しているものと
いえる。かれ自身が認識している今日の経済体制あるいは今後のあるべき経済体制は，
われわれが経済学で描いている資本主義でも，社会主義でもなく，超体制的なものであ
るといおうとしているのである。基本的には競争の原理の有意義なることを認めながら
も，それぞれの国はなんらかの政府規制ないしは介入を必要とし，かつそれぞれの国がも
っている伝統的な慣習，歴史的な特殊性およびそれぞれの国の指向する価値目標，等の複
雑なる要素の影響を受けて構成されているのが現存する経済体制であり，またあるべき姿
でもあると考えているものといえる。かようなグレザー自身の現存の経済体制に対する認
識の仕方が，普遍的なマーケット・システムなる概念を規定せしめたのであろう，その意
味ではマーケット・システムとわれわれが通常，経済学において用いている市場機構ない
しは市場メカニズムとは，近似的な内容のものであるとしても，同義ではないのである。
これを要するにグレザーの想定しているマーケット・システムとは超体制的な内容のも
のであって，それぞれの国のもっている伝統的な慣習，価値目標，歴史的特殊性，等の要
素によって相互の影響を受け構成されている経済活動の枠組としての複合体ないしは合成
された実態なのである。したがって，後述するごとく， ミクロ的マーケティング活動にお
ける広範なる環境として把握されるぺき内容のものであるといいうる14)。
つぎにマーケティング・システムについて述べておこう。グレザー自身は自己の文献に
おいてはかかる用語を用いておらず，それとの同義的なものとしてマーケティング・オー
ガナイゼイションなる用語を用いている。しかし小論の意図するマーケティング論展開に
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さいしては，最近，通念化しつつあるマーケティング・システムなる用語をここでは用い
ることとする。なおグレザー流に解釈するならば，マーケティング・システムもミクロ的
なものと，マクロ的なものが考えられるわけだが，ここではミクロ的マーケティング・シ
ステム15)すなわち前述のグレザーのいうマーケット・システム下において， ミクロ的マ
ーケティング行為者が，選択しかつ行為しつつある投入，産出，管理，等の要素間のフィ
ード・バックによって構成されている行為システムと理解しておこう16)。 ここで行為者
とは資本主義体制下においては民間企業であり，社会主義体制下においては国営企業と考
えられよう。
(3)ミクロ的マーケティング環境としてのマーケット・システム
われわれはグレザーが考えているマーケット・システムの内容については前述のように
理解してきたわけである。ここでかれの想定するマーケット・システムを今日，一般化し
つつあるマーケティング論との関連において，その位置づけを試みよう。
下掲の図はE.J. マッカーシー CE.JeromeMcCarthy)の描いたマーケティング・マネ
ージャー（ミクロ的マー、ケティング行為者）の対処すべき変動要因を図式化したものであ
る。その意味するところを簡単に要約すればつぎのごとくである。
マーケティング・マネージャーが活動するさい，当事者が統制可能な要因(controllable
factors)として， 「商品 (Product)」， 「場所 (Place)」，「価格 (Price)」， 「促進 (Pro-
マーケティング・ダイヤグラム．
Source; E. J. McCarthy Basic Marketing: Managerial Approach, 1960, p. 49. 
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motion)」の4つがあげられうる。これら4つの要因に対して，当事者は「製品政策」「販
売経路政策」 「価格政策」 「販売促進政策」等をより効率的にウエイトづけをし，相互の
政策をミックスすることによって自己の企業の利益の追求をはかろうとする。すなわちマ
ーケティング・ミックス，これである。しかも，今日のマーケティング志向は消費者志向
17)であり第3図において中心に位置するC.はそのことを意味し， ミクロ的マーケティン
グ活動のあるべき性格をあらわしている。一方，当事者にとって統制不可能要因 (uncon-
trollable factors)として，「文化的・社会的環境」 「政治的・法律的環境」 「経済環境」
「既存の経営状態」 「企業の利用可能な資源と企業目的」等が考えられる。したがってこ
れらの諸要因は当事者にとっては所与のものとして考えられるべきものであり，如何にこ
れらの諸要因に対応しあるいは順応するかが問題となってくるわけである18)。
ところで，かかるマッカーシーの考え方とグレザーのそれとの間に類似点をみいだすこ
とができる。すなわちグレザーの考えているマーケット・システムはマッカーシーにおけ
る統制不可能要因の相互作用の結果としての複合体であると理解することができるわけで
ある。なぜなら，そこではミクロ的マーケティング行為者にとって，マーケット・システ
ムは所与のものであり，環境として考えられるべき内容のものとして位置づけられている
からである。
ここで，グレザーの経済的思想ともいうべき「競争と規制」の2つの要素こそ1国の経
済的厚生増進の途に通ずるものであるという考え方との関連において，ミクロ的マーケテ
ィング行為者にとって、は環境と考えられるマ-ケット・システムの操作可能性について触
れておく。いうまでもなく，ミクロ的マーケティング行為者にとって統制不可能な要因
も，国家ないしは政府にとっては，ある程度の制御あるいは統制の可能性がみいだせるわ
けである。特にグレザーが強調する国家ないしは政府の規制あるいは介入の一環としての
「公共政策」は19), マッカーシーの考える政治的・法律的環境の1つとして考えられるペ
きものであり，他の4つの統制不可能要因も公共政策との相互密接なる関連性において，
より効率的な（生産者，消費者双方にとって）ミクロ的マーケティング環境をささえる枠
組としてのマーケット・システムを創出することも可能となってくる。ここにグレザーが
考えている「公共政策」が，理想とすべきマーケット・システム創出に主たる役割を果す
ものとして考えられてくるのである。
(4) E.T・グレザーの想定する理想とすぺきマーケット・システム
以上，グレザーの所説を理解しかつ検討することによって，マーケット・システムの内
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容如何が経済的効率および経済的厚生を左右し，かつ公共政策を通じてある程度のミクロ
的マーケティングにおける環境としてのマーケット・システムをペターな方向へ誘導する
可能性をみいだせうるという結論に達した。ここに公共政策との関連性において，理想と
すぺきマーケット・システムの内容を考える必要がある。
グレザーは理想とすべき一般的なマーケット・システムをつぎのような内容のものとし
てとらえる。 「もし 1社会が (a)非常に広範かつ種々なる私的企業ベース， (b)真の選択権
を有する購買者，とりわけ消費者の自由， (c)ある意味での許容しうる程度の“競争の原
理”， 等を維持したいと望むならば，一般的なマーケット・システムはつぎのような相互
関連性のある諸能力を備えていなければならない」20)すなわち 1)「マーケット・シス
テムは，情報，調整および組織のメカニズムとしてすべてのレベルでの購買者，とりわけ
消費者の自由なる選択に相応し，かつそれを助長するものでなければならない。」 21) 2) 
「マーケット・システムは一般的•特殊的な外部的環境諸力に相応せねばならない。」 22)
3)「マーケット・システムにおける相互作用が， input-outputシステムとして内部要素
間で可能であり，とりわけ，資源がより非効率的なる用途から，より効率的な生産物，用
役，ないしは地域への調整および移動が可能でなければならない。」.23) 4)「政府によっ
て配分されえない経済的諸資源の部分は，マーケット・システムを通じて競争的な参与者
にとって許容しうるように配分されなければならない。」 24) 5)「マーケット・システム
は， (a)生産およびマーケティング活動における諸資源の効率的な用途， (b)当該社会の人々
の経済的な必要ないしは欲求の効率的な充足，という双方のことを強固なる競争的支配下
に参与者（生産者ないし！士マーケティング業者および消費者……筆者注）をおくという意
味において規制すべきである。」 25)これら 5つの諸点が，グレザー自身の想定している理
想とすべきマーケット・システムの備えるべき諸能力である。マーケット・システムはこ
れらの諸能力の相互作用の結果としての複合体であり，個々の諸能力のいずれが欠けても
ならぬし，またマーケット・システム内部における相互作用が存在しなければならない。
しかもすでに指摘しておいたように，マーケット・システムはかかる諸能力を備え，かつ
「1社会の歴史的背景，慣習，法律制度，社会的・政治的目標および諸価値と関連しだ」26)
複合体ないしは合成された実態であるということに留意する必要がある。
われわれはここで，グレザーの想定している理想とすべきマーケット・システムの5つ
の諸能力について，それぞれ検討をくわえることにする。なおグレザーのマーケティング
論を理解しかつ展開してゆくさいにはかれ独特のユニークなマーケット・システム概念が
重要な出発点としての役割を果していることを留意すぺきである。
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そこでグレザーの想定しているマーケット・システムの備うべき 5つの諸能力に対し
て，順次かれの見解に沿いつつ理解を深めかつ検討をくわえてゆくことにする。
1)くすべてのレベルでの購買者の自由なる選択に相応し，かつ助長するものでなけれ
ばならない。＞かかる能力の発揮を現存の独占的競争下のもとにおいて期待することは不
可能であろう。生産者対消費者の経済的勢力関係より，おのずから消費者の劣勢を認めざ
るをえない。それゆえ自由なる価格メカニズムを現実に求めることは無理である。しかし
ながら最近のマーケティング志向は，消費者ないしは顧客志向であるという事実から，消
費者の欲求とかけはなれたものは（いくら生産者ないしはマーケティング業者に経済的な
優勢はあるとはいえ）売れないという当然のなりゆきをも看過してはならない。また一
般大衆の所得水準および必要，欲求充足度，との関連において，はじめてマーケティング
活動も可能であるということも認めざるをえない。このような前提のもとに論理を展開す
るならば，当該能力の発揮のためには情報機能27)の働きが考えられよう。独占的競争下
におけるマス・メディアを通じての販売促進は企業経営者的な一方的情報であろうが，消
費者志向ないしは顧客志向との関連において経済的剪力関係のみによって判断をくだすこ
とはできない。それとともに公正競争促進のための公共政策の適用，あるいは消費者の観
点からの商品に対する真の知識の提供網もかかる能力実現のための 1つの手段であろう。
また欧米において最近ますます盛んになりつつある消費者集団の組織化ないしは制度化に
よる消費者運動も必要なあるべき方向であろう28)。
当該能力にかんして，グレザーの指摘する特にエボック・メーキングなる点は，すべて
のレベルでの購買者側面を考慮している点である。一般にマーケティング論の展開が最終
消費者との交渉レベルでおこなわれる傾向があるが，生産者対卸売商，卸売商対小売商等
の交渉レベルをも含むマーケティング論の展開が必要であろう。かかる事実を考察しグレ
ザーは再販売価格維持政策，基点価格政策が生産者を通じて中間業者を拘束し，その結
果，最終消費者に大きな影響をもたらしており 29), また政治的次元での活動ともいうべ
き助成金問題も大きな影響を与えており，ひいては円滑なる価格メカニズムに支障をまね
いている事実をも念頭においているSO)。
2) <一般的•特殊的な外部的環境諸力に相応せねばならない。＞グレザーが「すべて
のレベルでの政府による介入および急テンポな科学的技術的変化がマーケ？ト・システム
に影響を与えている最も重要な外部的環境諸力の2つである）」31といっているように，当
該能力を考慮にいれているのも，かかる認識からの発想といえる。たとえば科学的・技術
的変化はまず最初に生産過程に直接的な影響を与え，ある程度のタイム・ラグをもって流
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通面に浸透する。それゆえ，かかる科学的・技術的変化が1国における全経済構造により
即時的に相応するようなシステムをマクロ的な観点から与え，かつそれについて適切な助
言を提供しうるような公的機関に従事する人，第3者たる研究者および知識人，等が必要
になってくるのである。あるいは一般的•特殊的な外部環境諸力の 1 つである法律制度
（たとえば独占禁示法）のマーケット・システムヘの影響力は大きいものと考えられる。
なぜならば法律制度はスタティックないしは保守的な性質を本来，備えているに反し，経
済活動はダイナミックであり革新的なものであるから，いろいろな諸矛盾がそこに生じて
くるのである82)。
3) < input-outputシステムとしての相互作用がシステム内部において可能であり，
かつ資源の円滑な調整および移動が可能でなければならない。＞これに関連してグレザー
はいう， 「マ-ケット・システム内部における相互作用は生産要素のレベルではなくて，
とりわけ最終生産物レベルに焦点があわされている。最近ますます生産要素の価格がマー
ケット・システムによる決定から除外され，あるいは政府の諸規制と市場の両者の分割支
配のもとにおかれている」33), と含蓄のあることを説いている。グレザーの意図は，真の
マーケティング論は生産要素市場ないしは原材料品市場をも含む広範なものでなければな
らないということにあるようである。たとえば，ロバートソンは，生産の4要素として，
「企業」 「土地」 「労働」 「資本」をかかげ，それぞれの要素の価格メカニズムを論及し
ているが34), マーケティング理論においても，かかる側面を考慮し，かつ経済学におけ． 
る学問的知識を援用することによって，より広範なマーケティング理論の展開が必要であ
るといえよう。
さらにグレザーは当該能力との関連において，独占的競争下におけるマーケティング活
動の特質としての，製品差別化，プランド・プロモーション等が企業の参入障壁を高め自由
なる企業活動ないしは資源の効率的な利用を悪化せしめている点を認め85), 公共政策の
存在の有意義なることを説いている。「公共政策は，つぎの理由に基づきかかる分野（製品
差別化，ブランド・プロモーション等によって独占的な地位にある企業分野およびそれに
よってひきおこされる障害…..筆者注）を柔軟的にしろ去勢しなければならない。 (1). ゎ
がアメリカ合衆国のきびしい反カルテル政策は諸企業が独自に活動することを要求し，か
っ， (2). アメリカ企業の多くのバイタリティは，わが国の市場において，•他のすべての諸
国の経済活動との競争のもとに，反カルテル政策で実現されており，かつ実現されなけれ. 
ばならない」86)すなわちグレザーは独占的競争をより有効ならしめるためには，公共政
策の必要を認めかつ1国のみならず，国際的競争下のもとにすべての資源がより効率的に
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生かされることが，一般大衆の経済的厚生を高めるものであるということを示唆してい
る。なおグレザーは製品差別化，プランド・プロモーションとの関連において特許制度の
あり方に対してもかなりな関心を示している87)。
4)く碑によって配分されぇない経済的資源の部分はマーケット・システムを通じて
配分されねばならない。＞グレザー自身は，基本的には価格メカニズムないしは市場メカ
ニズムを通じての資源配分が，より効率的であることを認めてはいるものの，とりわけ国
家ないしは政府の観点からの中央管理を必要とする分野においては，消極的な意味におい
て多少の規制ないしは介入を認めているにすぎない88)。しかしながら第3における能力
との関連性において，一直接中央管理を必要としない分野においてすら資源の配分にかんし
て，間接的にしろ公的規制が介在していることを憂えている。すなわち，かれは「すべて
の社会において政府は多くのあるいはすべての土地，原材料，資本等の諸資源の配分に対
して直接的な責務を多少は負うている。……アメリカ合衆国においてさえ，公的所有およ
び雇用，公益事業，防衛および軍事計画39), 課税徴収および支出，等を通じて資源の多
くの部分がマーケット・システムの枠外にある」40) と述べている。
5) >生産者ないしはマーケティング業者および消費者，双方の効率的な活動が可能で
なければならない。＞この能力はこれまで検討してきた4つの諸能力と相関連している点
があり，いわばマーケット・システムの備うべき能力の総括ともいうべき内容のものであ
る。すなわちグレザーは生産および消費の両側面における効率的な働きを保証しうる能
力をマーケット・システムは備えていなければならないという立場をとっており，その意
味では「競争」と「規制」の2つの要素が基本的に最も大切なものであるというかれの見
解をすでに指摘しておいた。しかしながら，これまで理解してきたように，政府の規制な
いしは介入を必要としない分野..…•とりわけ生産要素市場……においてさえ，なんらかの
政府規制あるいは諸集団圧力（たとえば，労働組合，農民団体，等があげられる）等によ
って，資源の効率的な利用が妨げられていることに注意せねばならない。なぜならばかか
る生産要素市場における「競争の原理」の不在という事実が，効率的な生産活動に支障を
きたし，そのことがひいては消費者にとって最も関係のある最終生産物に大きな影響をも
たらすからである。かかる事実を認識してグレザーは以下のごとくいわれている。すなわ
ち「アメリカ合衆国においては， “競浄の原理”は最終生産物市場および小売業において
主として作用している。市場規制力が労働力，エネルギーおよび輸送コストのような要素
投市場において作用しないかぎりその影響は主として(1)最終生産物市場における生産お
よびマーケティング，かつ(2)既知の購買者の選択における効率的な充足，あるいは(3)市場
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革新，の3つの側面における効率的な資源の利用に対して阻害的にはねかえってくる」41)
と公共政策の履行を消極的にしろ肯定しながらも「競争の原理」が生産要素市場において
作用していないことに対して暗に批判的な立場を示している。
以上，グレザーの想定する理想的な一般的なマーケット・・システムの内容を経済実態に
関連せしめ検討をくわえてきた。いうまでもなく，現実のマーケット・システムとグレザ
ーの想定するあるべきマーケット ・ソステムの両者間には大きな相違がある。しかしグレ
ザーのマーケット・システムの備うべき諸能力の検討を通して，かれの展開しよぅとする
マーケティング・サイエンスの一端をうかがうことができる。かれのいうマーケット・シ
ステムはマクロ的な概念であり， ミクロ的マーケティング行為者にとっては所与たる環境
として位置づけられるべき内容のものなのである。
われわれは，ここでグレザーが特に強調しているマーケヽジト・システムが，かれのマー
ケティング研究において如何なる位置を占めかつその有意義なる諸点を指摘しておく必要
があろう。これまでの論述から明らかなごとく，マーケット・システム概念は純粋な意味
では経済的な内容のものではないものと理解してきた。特に第2点における外部的環境諸
力といった非経済的な要素との関連性からマーケット・システムをとらえていることから
明らかであろう。また，すぺての諸能力の効率的な運用のためにも主として公共政策ない
しは政治レベルでの介入を考慮している点からも，そのことがうかがえる。なお，筆者
． の理解するかぎりにおいて，グレザーが画期的ともいわれるべき超体制的なマーケット・
システム概念を想定した意図はつぎの点にあろう。
マクロ的概念としてのマーケット・システムはミクロ的マーケティング活動の土俵の場
であり，ある意味では静態的な色彩の濃い枠組ともいわれるべきものであり，それは歴史
的，民族的，文化的，社会的，科学技術的，等の非経済的な諸要素から主たる影響を受け
構成されている合成体ないしは複合体である。そして，その結果，創りだされたマーケッ
卜・システムの内容如何がミクロ的マーケティング活動および消費者行動に大きな影響を
与えるものと考えられるわけである。つまり，生産・消費の両側面における効率は，何よ
りもマーケット・システムの内容に関連している。それゆえ，マーケット・システムを1
社会の価値目標に相応せしめて導いてゆくことによって如何なる方向にも向わしめること
が可能であり，特にマーケット:システムに影響を与える主たる要因の 1つは国家ないし
は政府であり，諸矛盾の是正の面における手段として公共政策が必要となってくるわけで
ある。しかしながら公共政策は，経済的法則にしたがいながらも，その決定は政治レベルで
83 
782 園西大學「癌清論集」第18巻第6号
なされるものであるという点に問題がある。その意味では1社会の大多数の人々が備えて
いる価値観に相応したような方向にある 1国を向わしめたいと望もうとするならば，すぺ
てのレベルでの人々の的確な意志を反映する政治メカニズムないしは情報メカニズムを創
出し，その結果，生まれてくる公共政策を通して，はじめて当該国の望む価値観に相応し
たマーケット・システム創出が可能となってくるものと考えられる。それゆえ，かれによ
れば現代における資本主義体制，社会主義体制，いずれにせよそれぞれの国が有している
マーケット・システムは純経済的なものでもなければ，純政治的なものでもない。 「競争
と規制」の2つの要素がミックスされてはじめて1社会の人々の必要ないしは欲求の充足
および効率的な生産が可能となってくる。ただし，グレザー自身，母国たるアメリカ経済
をあくまでも研究対象としている以上，自分の国が現実に独占的競争下にあることを認識
し，かつ生産者対消費者の経済的勢力関係を洞察し，公共政策を通じて主として一般大衆
のベクーな経済的厚生増進の方策を念頭においているといえる。このことは資本主義体制
下におけるミクロ的マーケティング活動の基本的目標である利潤追及とマクロ的マーケテ
ィングにおける一般大衆の経済的厚生増進という目標，の両者間においては相容れぬ矛盾
をはらみつつある傾向が存在することを理解すれば明らかであろう。
なおグレザーは現存のマーケット・システム下におけるミクロ的マーケティング活動の
主たる方策である， いわゆる4P政策 (Place,Price, Product, Promotionにかかわる
諸政策）の行為過程を，かれ自身の想定している理想とすべき一般的マーケット・システ
ムの備うぺき諸能力に照合することによって， ミクロ・マクロ両側面におけるいわゆるミ
クロ的マーケティング活動およびマクロ的マーケティング現象がはらんでいる問題点を指
摘しようと意図しているヽ2)。 すなわちマーケット・システム概念をなによりの分析用具
として，ミクロ的マーケティング活動と公共政策との関連性において， 「記述理論（マー
ケティング理論・マーケティング史）」を構築しかつその前提のもとに「規範理論（マー
ケティング政策）」を展開し，両者の統合をはかることによってグレザー独自のマーケテ
ィング・サイエンスを創造してゆこうとする姿勢をうかがうことができる。かかるグレザ
ーの最近における研究に対する深き理解および検討は別の機会におこないたいと考えてい
る。
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(36) E. T. Grether, op. cit., p. 100. 
(37) Cf. ibid., pp. 40-41, p. 90. . 
(38) Cf. ibid., pp. 100-101. 
(39)従来，マーケテインゲ論の展開にさいしては，主として消費財市場をその対象とす
る傾向があるが，グレザーの「防衡および軍事計画」をも考慮にいれたうえで展開を
はかろうとする点には注意をはらう必要がある。わが国においてもいちはやくかかる
側面をも研究対象としている研究者の 1人として，本学商学部保田芳昭氏がおられ
る。 （保田芳昭「ミリタリー・マーケティング論の展開のために一森下二次也教授の所説
を中心として一」関西大学『商学論集」第12巻第4,5, 6合併号所収，昭和43年参照。）
(40) E. T. Grether, op. cit., p. 100. 
(41) Ibid., p. 101. 
(42)公共政策との関連性において，マーケティングの研究をおこなっている研究者の 1
人として他にM.C.ハワードがいる。 (Cf. M.C. Howard, Legal Aspects of Maた
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ket切g,1964. 徳永 豊他訳「企業競争と法律規制ー マー ケティ，，グと独占禁止法ー 」同文
館，昭和43年。）
4 むすびにかえて
―E.T. グ・レザー所説の長所・短所と今後のあるべき
マーケティング・サイエンス展開の方向一一
以上，．マーケティング・サイエンス論の展開をぉこなうために主としてグレザー所説を
中心に，真の意味でのマーケティング・サイエンス構築の可能性をみいだそうという意図
のもとに論述してきたが，最後に，グレザー所説における長所・短所を指摘し，かつ今後・
のあるべきマーケティング・サイエンス論の展開の1つの方向づけを考慮してみたい。
＜長所＞
(1) 普逼的なマーケティング・サイエンス構築を目指して，マーケット・システム概念
を考案している。このことは従来，マーケティングは資本主義の独占的競争下における必
然的な産物であり，社会主義体制下においては不必要なものであると考えられてきたが，
かかる考え方をダレザーは否定していることを暗示している。
. (2) 現実における経済実態を考察し， 「競争と規制」の2つの要素こそ経済活動ひいて
はマーケティング活動を円滑ならしめるものであるという認識のもとに，マーケティング
研究にさいしてより現実に接近しようとする研究態度がうかがえる。このことはマーケテ
ィング研究において，本来あるべき研究方法1)としての理論的・実証的両側面における研
究の必要性を明確に示唆している。
(3) グレザー独自の認識のもとにマーケット・システム概念を規定し，従来，ミクロ的
マーケティング行為者にとって所与としての環境と考えられ，それほど重視されていなか
ったマーケット・システムがマーケティング活動および現象に与える影響力の非常に大き
いことを重視している。
(4) (3)との関連性においていえることであるが，従来のマーケティング研究においては
主としてミクロ的マーケティングがその対象とされていたが2), 国民経済学の観点に立つ
マクロ的マーケティングをもその研究対象にせねばならないことを力説している。このこ
とは最近におけるマーケティング研究においてはマーケティング問題の解決のためのアー
トを開発し，かつモデルの設定に没頭する経営者主義的傾向に対して暗に批判的な立場を
とっていることを示し，サイエンスとしてのマーケティング論の展開を意図している。
(5) グレザーにあっては，これまでのマーケティング研究のあり方を反省し，暗IC「マ
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ーケティング史」の領域における研究の必要性を示唆している。
(6) 従来のマーケティング研究においては，ミクロ的な観点に立つにしても比較的「マ
ーケティング理論」の展開は試みられてきたが，社会科学における研究分野としての理
論・歴史・政策の3つの総合化は，はかられていなかったといえる。一方グレザーは，理
想とすぺきマーケット・システム概念を想定することによって「マーケティング政策」に
おいて当然，必要とされる規範理論をも考慮しているものと推察できる。
(7) われわれは，マーケティング・サイエンス展開にさいしては，そこにおける思考体
系ないしは思考方法にはサイエンスとして当然，普遍性を要求するものの，マーケティン
グは本来，実践性を備えていなければならないと考えている。実践性を具備しているマー.............. 
ケティング政策においては，その適用において当然，その国独自の特殊性を考慮しなけれ... 
ばならない。その意味では，グレザーは，マーケット・システム概念を規定するさいに，
とくにI社会の歴史的背最，慣習，法律制度，社会的・政治的目標，諸価値，等のその国
独自の有する特殊性をもかなり考慮にいれているという点は，まさにマーケティング研究
のあり方に対する卓見といわねばならない8)。
(8) 従来のマーケティング研究においては，主として，その研究対象を最終消費財に焦
点を合わせていたが，グレザーはとりわけ生産要素をも包括したものでなければならない
と考えている。真の意味でのマーケティング・サイエンス構築はグレザーの指摘する，か
かる槻点をみすごしてはならない。
＜短所＞
(1) グレザーは，マーケット・システム概念を通して普遍的なマーケティング・サイエ
ンス展開を指向しているようである。このことは，現存の資本主義・社会主義諸国の実態
ないしは経済活動のあり方のより詳細なる分析および検討をおこなってはじめていえるこ
とである。この意味においてはグレザーが「競争と規制」にかんしてくだしている超体制
的な価値判断には独断的かつ主観的な価値判断が先行していることは免れないことであろ
う。したがって，マーケティングそのものが資本主義の独占的競争という現実に相応して
発展してきたものであるという事実も認めざるをえないであろう。だがマーケティング活
動およびマーケティング・サイエンスは，その名称の妥当性はともか・<'経済的に高度に
発達した如何なる社会経済体制においても必要不可欠なものであると筆者は考えている。
もとよりこの点にかんしては慎重な研究が必要である。
(2) グレザーのマーケティング研究において，その分析用具としてのマーケット・シス
テム概念は，その尺度的機能としては，やや抽象的ないし恣意的なものを含んでいる。そ
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れゆえにマーケット・システム概念の客鍋的な量化あるいは質的把握が困難になってく
る。
(3) マーケット・システム概念およびそれが備うぺき諸能力を想定するさいに，生産・
消費両側面への公共政策の影響力を重視するあまり，特に資本主義体制下におけるミクロ
的マーケティング行為者の経済活動に対する影響力を軽視する面がないでもない。
(4) マクロ的マーケティング政策において大きな比重を占めているものと考えられる公
共政策を考察するさいに，グレザーは，それは現実においては往々にして政治的レベルで
決定されるものであるとし，そのことに対して批判的な立場をとっているものの，この点
にかんするかれの建設的な見解をみいだすことができない。すなわち，グレザー自身，マ
ーケティング研究において基本的には，そのアプローチとして経済理論に立脚しているわ
けであるから，経済理論に基づいて「競争と規制」の2つの要素の理想的な適合性を分析
していないといえる。
以上，グレザー所説の長所および短所を若干指摘してきた。すでに指摘しておいたごと
く，グレザーはマーケティング研究においてはそのアプローチとして経済理論に立脚し，
かつその有益性を認めている4)。箪者自身もグレザー流のアプローチでもってマーゲティ
ング活動および現象を分析しかつ検討することによってはじめてその妥当性と限界が明ら
かになり，その結果，マーケティングそのものが備えている特殊性をみいだすことが可能
であるという立場に立っている5)。マーケティング・サイエンス展開にさいしては，基本
的に大きくその研究におけるアプローチを区分するならば，経済理論に立脚するものと，
マーケティングをひろい意味での人間行動としてとらえ，市場における財および用役にか
かわる人間の活動を総合的に把握しようとする，いわゆるインターディスプリナリー・ア
プローチ，の2つの系統に分けられよう 6)。
さて，ここで筆者の研究したい今後のあるべきマーケティング・サイエンスの方向に簡
単に触れておこう。いうまでもなく，すでに指摘しておいたグレザー所説の長所を基盤と
し，その短所を補おうとする，いわゆるグレザー所説の発展的方向こそ，筆者自身の指向
するマーケティング・サイエンス展開への途なのである。とりわけ，グレザーの提起して
いるマーケット・システム概念はマーケティング研究において有益な位置を占めてくるの
である。かれのマーケット・システム概念およびそれが備うべき諸能力の検討を通して，
より建設的に展開してゆく必要がある。そのためには，われわれが，すでに学問的な共通
財産としてもっている非常に高度に発展し，かつ緻密化されてきている経済学を基底とし
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て，そのうえに関連諸科学の分野における知識を援用することによって，なんらかの可能
性の糸口をみいだせよう。グレザー所説はやや概括的な形をとっているものの，マーケテ
ィング研究上，上述のように多くの有益なる素材を提供しているのである。
(1) Cf. G. Schwartz, Development of Marketing Theory, 1963, p. 135. 出牛正芳
訳『マーケティング理論の展開』同文館，昭和40年， 175ページ参照。
(2)清水晶・三上富三郎・北島忠男『現代の流通論ー2つのマーケティング』同文館， 昭和
43年， 8-13ベージ参照。
(3)ごく最近，現代マーケティング研究会より「さよなら直訳マーケティング」 （誠文
堂新光社，昭和43年）が出版された。これは本小論の展開にさいして有益な示唆を
与えてくれた。興味ある人は参照してもらいたい。
(4) Cf. E. T. Grether,• A Theoretical Approach to the Analysis of Marketing", 
Theory in Marketing ed. by R. Cox, W. Alderson, 1950, p. 115. 
(5)前掲拙稿 98-100ページ参照。
(6)村田昭治「マーケティング・セオリー研究におけるインターディスプリナリー・ア
プローチの意義」 （日本経営学会「マーケティングと経営学」所収， ダイヤモンド
社，昭和42年） 64-65ページ参照。
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